別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名:　同和地区小規模事業資金利子補給金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　中小企業課　資金融資担当　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　 E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：440千円（前年度予算額：629千円）

	事業内容


	１　事業の内容


①　事業目的・事業効果          
旧同和対策対象地区の零細な小規模事業者が借り入れる「同和地区小規模事業資金」の利子負担を軽減することにより、経営の安定を図る。
②　事業内容・積算内訳           
　　○「同和地区小規模事業資金」の概要(H17年度までに融資されたもの)
・資金使途　：　旧同和対策対象地区小規模事業者の経営安定のための事業資金
・融資限度額： 運転1,250万円、設備2,000万円
・償還期間　： 運転7年以内、設備10年以内（据置いずれも1年以内）
・融資利率　： 年1.4%
　　○　利子補給制度の概要
融資利率１．４％のうち、県が一部（例：H16年度は０．５６％、H17年度は０．３８％）を負担することにより、借受者の利子負担を軽減する。
	２　所要経費


    　　  440千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　モノづくり企業の集積を高めるために
・地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置づけ、モノづくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくる。
	２　これまでの取組状況


昭和45年12月に同和地区小規模事業資金を創設し、昭和49年度から事業者の負担軽減を図る利子補給を開始した。平成17年度に関係機関との調整を行い、利子補給については平成18年度新規融資分からは行わないこととなった。
	３　これまでの取組に対する評価


　平成１７年度までの融資実行分について借受者の利子負担を軽減してきたことにより、旧同和対策対象地区の零細な小規模事業者の経営安定を図ることができた。今後は、当該融資の返済が完了するまで利子の一部を負担する。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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